
平成29年7月21日

文部科学省における
風評対策等に関する取組みについて





○ 放射線影響等への理解を深めるための講演会

・ 放射線被ばくの人体影響や食と放射能に関する疑問等に答えるため、専門家を派遣して講演会を開催

※ これまで（平成29年6月末時点）に延べ799件開催。平成29年度以降も福島県等からの要望に対応する内容・頻度で実施。

○ 人材育成のための研修等

• 医療、救急、保健、地方自治等において中心的な役割を担う者に対する、放射
線に関する知識・技能の向上等のためのセミナー

• 教員に対する、放射線教育の向上のための研修

• 子供や保護者に対する、放射線に対する理解を深めるための講義や実験・実習

※ これまで（平成29年6月末時点）に71件（延べ2,006名）実施。平成29年度以降もニーズに

応じて内容を見直しつつ実施。

○ 専門家やカウンセラー等による健康電話相談

• 放射線被ばくや健康への不安に対応するため、発災２日後（平成23年３月13日）から、電話相談を実施。

※ これまで（平成29年6月末時点）の相談件数は延べ20,186件。平成29年度以降も質問状況の変化を踏まえて対応。

被災者及び国民の放射線に関する不安・疑問について、人材育成から健康相談まで幅広く対応

量子科学技術研究開発機構※による研修・講演会等の実施
※放射線医学総合研究所に日本原子力研究開発機構の一部を移管して、平成28年4月に発足

強化指針２ 正確でわかりやすい情報提供を進め、風評を防ぐ
1. 放射線に関するリスクコミュニケーションの実施

C 地方自治体職員、保健医療福祉関係者、学校関係者等リスクコミュニケーションの推進者の養成促進
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被災地における子供に対する放射線影響を心配する声に対応

○ 放射線に関するご質問に答える会

• 福島県内の小中学校・幼稚園・保育園の保護者、教職員に加えて、一般市民（町内会等）も対象

• 参加者の質問に丁寧に答えることに重点を置き、放射線に関する科学的な理解を涵養

• 事前に質問内容に関するアンケートを実施するなど、被災地の要望に的確に答えられるよう取り組み

※ これまで（平成29年6月末まで）に253ヶ所で開催、延べ約21,800人参加。平成29年度以降も要望に

応じて実施。

3

日本原子力研究開発機構によるコミュニケーション活動の実施

質問・回答の例

強化指針２ 正確でわかりやすい情報提供を進め、風評を防ぐ
2. 放射線に関する情報発信

C 学校における放射線に関する教育の支援等


